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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第２四半期
連結累計期間

第92期
第２四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 (百万円) 34,352 28,423 67,372

経常損益 (百万円) 666 △2,985 143

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益
(百万円) 430 △2,478 △151

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △230 △2,245 △943

純資産額 (百万円) 54,883 50,994 53,499

総資産額 (百万円) 105,587 101,813 108,175

１株当たり四半期（当期）
純損益金額

(円) 41.00 △242.63 △14.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 51.66 49.81 49.17

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 789 2,326 3,792

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,473 △2,830 △8,198

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,417 △1,479 5,323

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 10,598 10,887 12,945

 

回次
第91期

第２四半期
連結会計期間

第92期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純損益金額 (円) 8.79 △107.86

 
　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第91期第２四半期連結累計期間は潜在株

式が存在しないため、第91期および第92期第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期（当期）純損失金額

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社等）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より、山村プラスチックプロダクツ株式会社（プラスチッ

ク容器関連事業）は、会社分割による事業承継により重要性が増したため、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている以下の主要なリスクが発生しております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）繰延税金資産の回収可能性について

当社および連結子会社では、繰延税金資産について、将来の課税所得の見積りに基づいて回収可能性の判断を

行っております。将来の課税所得の見積りにあたっては、中期経営計画や業績予想に基づいたタックス・プランニ

ング等を考慮しております。新型コロナウイルス感染症の影響により当連結会計年度の業績の悪化が見込まれ重要

性が増加しております。翌連結会計年度以降については2020年５月20日に公表した中期経営計画を使用して、繰延

税金資産の回収可能性の判断を行っております。

なお、将来の課税所得見積り額の変更や税制改正による税率変更等が実施された場合には、繰延税金資産が減額

され、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

・前事業年度の有価証券報告書における「（５）海外での事業展開について」「（11）保有資産の価値下落等につい

て」に記載しておりました米国での中国ガラスびんメーカーに対する関税措置に関する調査については2020年11月２

日に課税が行われないことが決定されました。秦皇島方圓包装玻璃有限公司においては調査の影響により米国向けの

輸出売上が減少しており引き続き減損の兆候を認識しておりますが、徐々に回復する想定で2020年５月20日に公表し

た中期経営計画を使用しております。同社の業績見込みが、中期経営計画を大きく下回ることが明らかになった場合

には、固定資産の減損を認識することで、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。合わせて、個別財務諸表において関係会社株式評価損を認識することで、当社の経営成績および財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により急激に悪化し、厳

しい状況で推移しました。緊急事態宣言解除後は経済活動の再開に伴い景気の持ち直しの動きが見られつつありま

すが、国内外における感染症の動向等、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

　このような中、山村グループでは長期ビジョンとしての“ありたい姿”を「環境に配慮しながら安心・安全を提

供し、次世代に誇りを持って引き継ぐために成長し続ける企業グループ」と定義いたしました。そして当連結会計

年度より「Change and Challenge with You」というスローガンを掲げた３ヵ年の新中期経営計画をスタートさせ

ました。新中期経営計画では「環境変化に適応した運営体制の構築」「投資効率の追求と収益体質の確立」「事業

の拡大と成長戦略の推進」「社会のニーズに応える製品・サービスの展開」「従業員の能力が最大限発揮される職

場環境の構築と次世代の育成」という５つの経営方針を推進し、グループ一体となってさらなる業績向上に取り組

んでおります。

 

　事業セグメント別の経営成績は以下のとおりです。

　なお、2020年４月１日付で山村倉庫株式会社を分割会社、山村プラスチックプロダクツ株式会社を分割承継会社

とする会社分割を実施しております。これに伴い、従来物流関連事業に含まれていた山村倉庫株式会社について、

第１四半期連結会計期間より、山村倉庫株式会社を物流関連事業、山村プラスチックプロダクツ株式会社をプラス

チック容器関連事業に区分しております。また、前年同期の数値についても当第２四半期連結累計期間の報告セグ

メントの区分に変更して表示しております。

 

①　ガラスびん関連事業

　ガラスびん関連事業では、国内において新型コロナウイルス感染症の収束見通しが立たない中、引き続き活動自

粛が販売に大きな影響を及ぼしました。ＧｏＴｏキャンペーン等にも期待しましたが、ビールや清酒・焼酎をはじ

めとする飲食店向けのアルコール飲料、自動販売機飲料や栄養ドリンク等の減少は止まず、ガラスびん業界の出荷

量は前年同期比87.0%となりました。このような中、当社の出荷量も減少し、さらに海外子会社においては、米国

で中国ガラスびんメーカーに対する関税措置に関する調査による影響で輸出販売が減少した結果、セグメント売上

高は18,230百万円（前年同期比23.3％減）と減収となりました。セグメント利益は、出荷量および生産量の減少等

により、△2,127百万円の損失（前年同期は228百万円の利益）となりました。
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②　プラスチック容器関連事業

　プラスチック容器関連事業では、新型コロナウイルス感染症の影響等により飲料用キャップやディープグリップ

ボトル（把手とボトルが一体成型された大容量4.0Ｌペットボトル）の出荷が減少し、セグメント売上高は3,077百

万円（前年同期比13.8％減）と減収となりました。セグメント利益は、出荷量および生産量の減少等により、112

百万円（前年同期比59.3％減）と減益となりました。

③　物流関連事業

　物流関連事業では、取扱い物量の減少等により、セグメント売上高は5,197百万円（前年同期比3.4％減）と減収

となりました。セグメント利益は、生産性の改善や配送の効率化、外注費等の費用削減等により、180百万円（前

年同期は△5百万円の損失）と増益となりました。

④　ニューガラス関連事業

　ニューガラス関連事業では、５Ｇ需要により当社の電子部品用ガラスの出荷が堅調に推移しました。さらに国内

子会社では半導体レーザー用部品や高速通信用部品の出荷が堅調に推移し、海外子会社では高速通信用部品の出荷

が堅調に推移したため、セグメント売上高は1,917百万円（前年同期比16.4％増）と増収となりました。セグメン

ト利益は、増収により前期より改善したものの、海外子会社において品種構成の変化による利益率の悪化等があ

り、△38百万円の損失（前年同期は△184百万円の損失）となりました。

 

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は28,423百万円（前年同期比17.3％減）と減収となり、連

結営業利益は△1,559百万円の損失（前年同期は559百万円の利益）となりました。海外関連会社において新型コロ

ナウイルス感染症の影響による販売量の減少や工場火災の影響があり、また、新たに設立した関連会社において立

ち上げ期の損失が発生したため、持分法による投資損失は1,111百万円（前年同期は持分法による投資利益450百万

円）となり、連結経常利益は△2,985百万円の損失（前年同期は666百万円の利益）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は△2,478百万円の損失（前年同期は430百万円の利益）となりました。

 

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ6,361百万円減少し、101,813百万円となりま

した。これは、現金及び預金が2,283百万円、受取手形及び売掛金が2,863百万円、関係会社株式が893百万円減少

したこと等が主な要因です。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,855百万円減少し、50,819百万円となりました。これは、支払手形及び

買掛金が1,518百万円、有利子負債が1,040百万円減少したこと等が主な要因です。

　純資産については、前連結会計年度末に比べ2,505百万円減少し、50,994百万円となりました。これは、利益剰

余金が2,733百万円減少したこと等が主な要因です。自己資本比率は0.6ポイント上昇して49.8％となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前連結会計年度末より2,057百万

円減少し、10,887百万円となりました。

　各活動における資金増減の内容は、以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純損失（2,987百万円）や仕入債務の減少（1,499百万円）等があったものの、減価償却費

（2,374百万円）や売上債権の減少（2,732百万円）、持分法による投資損益の調整（1,111百万円）、たな卸資産

の減少（464百万円）等により、2,326百万円の資金増加（前年同期は789百万円の資金増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出（2,912百万円）等により、2,830百万円の資金流出（前年同期は5,473百万円の

資金流出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入れによる収入（純額で689百万円）等があったものの、短期借入金の減少（純額で1,531百万円）等によ

り、1,479百万円の資金流出（前年同期は3,417百万円の資金増加）となりました。
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(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要性が増したため以下の内容を追加いた

しました。

①　繰延税金資産の回収可能性について

　当社および連結子会社では、繰延税金資産について、将来の課税所得の見積りに基づいて回収可能性の判断を

行っております。将来の課税所得の見積りにあたっては、中期経営計画や業績予想に基づいたタックス・プランニ

ング等を考慮しております。新型コロナウイルス感染症の影響により当連結会計年度の業績の悪化が見込まれ重要

性が増加しております。翌連結会計年度以降については2020年５月20日に公表した中期経営計画を使用して、繰延

税金資産の回収可能性の判断を行っております。

　なお、将来の課税所得見積り額の変更や税制改正による税率変更等が実施された場合には、繰延税金資産が減額

され、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

・前事業年度の有価証券報告書における「（固定資産の減損）」「（有価証券の評価損）」に記載しておりました

米国での中国ガラスびんメーカーに対する関税措置に関する調査については2020年11月２日に課税が行われないこ

とが決定されました。秦皇島方圓包装玻璃有限公司においては調査の影響により米国向けの輸出売上が減少してお

り引き続き減損の兆候を認識しておりますが、徐々に回復する想定で2020年５月20日に公表した中期経営計画を使

用しております。同社の業績見込みが、中期経営計画を大きく下回ることが明らかになった場合には、固定資産の

減損を認識することで、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。合わせて、個

別財務諸表において関係会社株式評価損を認識することで、当社の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が定めている経営方針・経営戦略

等について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　なお、前事業年度の有価証券報告書における「①ガラスびん関連事業」に記載しておりました米国での中国ガラ

スびんメーカーに対する関税措置に関する調査については2020年11月２日に課税が行われないことが決定されまし

た。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、182百万円です。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、ガラスびん関連事業の生産、受注及び販売の実績に著しい変動がありまし

た。その内容については、「(1)財政状態及び経営成績の状況」をご覧ください。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,145,249 11,145,249
東京証券取引所
（市場第一部）

　単元株式数

　100株

計 11,145,249 11,145,249 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 
（百万円）

資本金残高
 
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2020年９月30日 － 11,145 － 14,074 － 17,300
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,065 10.43

日本山村硝子取引先持株会 兵庫県尼崎市西向島町15番１ 550 5.39

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社
東京都港区浜松町２丁目11番３号 487 4.77

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 425 4.16

山村　幸治 兵庫県芦屋市 305 2.99

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 296 2.90

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 294 2.88

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 284 2.78

日本山村硝子従業員持株会 兵庫県尼崎市西向島町15番１ 263 2.58

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 209 2.05

計 － 4,181 40.94

　（注）１．当社は、2020年９月30日現在、自己株式931千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

株式会社日本カストディ銀行

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

1,030千株

487千株

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、ＪＴＣホールディングス株式会社および資産管理サービス

信託銀行株式会社と2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

４．2020年８月６日付で公衆の閲覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社及びそ

の共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会

社が2020年７月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第

２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 株式 　26,200 0.24

三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社
東京都港区芝公園１丁目１番１号 株式　416,900 3.74

日興アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂９丁目７番１号 株式　116,700 1.05

計 － 株式　559,800 5.02
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 931,400 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,148,900 101,489 同上

単元未満株式 普通株式 64,949 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  11,145,249 － －

総株主の議決権  － 101,489 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本山村硝子株式会社
兵庫県尼崎市西向島

町15番１
931,400 － 931,400 8.36

計 － 931,400 － 931,400 8.36

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,308 11,024

受取手形及び売掛金 19,682 16,818

商品及び製品 7,379 6,857

仕掛品 285 253

原材料及び貯蔵品 2,797 2,837

その他 940 845

貸倒引当金 △48 △46

流動資産合計 44,346 38,590

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,601 7,420

機械装置及び運搬具（純額） 13,651 12,874

工具、器具及び備品（純額） 997 1,088

土地 10,332 10,332

建設仮勘定 583 1,525

有形固定資産合計 33,167 33,241

無形固定資産   

その他 1,487 1,424

無形固定資産合計 1,487 1,424

投資その他の資産   

投資有価証券 2,658 3,114

関係会社株式 19,525 18,631

退職給付に係る資産 731 728

その他 6,277 6,104

貸倒引当金 △17 △21

投資その他の資産合計 29,174 28,557

固定資産合計 63,829 63,222

資産合計 108,175 101,813
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,427 5,908

短期借入金 ※２ 14,851 ※２ 16,134

1年内償還予定の社債 1,500 1,500

未払法人税等 280 285

賞与引当金 490 576

その他 5,681 4,427

流動負債合計 30,232 28,833

固定負債   

長期借入金 ※２ 19,223 ※２ 17,092

リース債務 925 834

環境対策引当金 9 9

退職給付に係る負債 3,173 3,184

繰延税金負債 346 243

その他 763 622

固定負債合計 24,442 21,986

負債合計 54,675 50,819

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,074 14,074

資本剰余金 16,696 16,696

利益剰余金 26,818 24,085

自己株式 △1,564 △1,564

株主資本合計 56,026 53,292

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 725 1,042

繰延ヘッジ損益 △486 △172

為替換算調整勘定 △2,394 △2,798

退職給付に係る調整累計額 △684 △648

その他の包括利益累計額合計 △2,839 △2,576

非支配株主持分 312 277

純資産合計 53,499 50,994

負債純資産合計 108,175 101,813
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 34,352 28,423

売上原価 28,163 24,792

売上総利益 6,189 3,630

販売費及び一般管理費 ※ 5,629 ※ 5,190

営業利益又は営業損失（△） 559 △1,559

営業外収益   

受取利息 7 6

受取配当金 52 57

持分法による投資利益 450 －

その他 191 267

営業外収益合計 701 331

営業外費用   

支払利息 203 214

持分法による投資損失 － 1,111

為替差損 159 101

租税公課 57 54

その他 174 275

営業外費用合計 594 1,756

経常利益又は経常損失（△） 666 △2,985

特別利益   

固定資産売却益 2 3

特別利益合計 2 3

特別損失   

固定資産売却損 － 2

固定資産廃棄損 2 4

支払補償金 46 －

特別損失合計 49 6

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
620 △2,987

法人税、住民税及び事業税 231 166

法人税等調整額 △4 △644

法人税等合計 227 △477

四半期純利益又は四半期純損失（△） 392 △2,509

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △37 △31

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
430 △2,478
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 392 △2,509

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △292 317

繰延ヘッジ損益 △70 314

為替換算調整勘定 △118 △195

退職給付に係る調整額 2 11

持分法適用会社に対する持分相当額 △144 △183

その他の包括利益合計 △622 264

四半期包括利益 △230 △2,245

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △168 △2,215

非支配株主に係る四半期包括利益 △61 △29
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
620 △2,987

減価償却費 2,384 2,374

持分法による投資損益（△は益） △450 1,111

売上債権の増減額（△は増加） △19 2,732

仕入債務の増減額（△は減少） △414 △1,499

たな卸資産の増減額（△は増加） △902 464

その他 △127 330

小計 1,090 2,526

利息及び配当金の受取額 48 62

利息の支払額 △191 △189

法人税等の支払額 △251 △214

法人税等の還付額 93 140

営業活動によるキャッシュ・フロー 789 2,326

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 100 216

有形固定資産の取得による支出 △3,062 △2,912

関係会社株式の取得による支出 △2,052 －

その他 △459 △134

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,473 △2,830

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,259 △1,531

長期借入れによる収入 3,800 3,472

長期借入金の返済による支出 △1,901 △2,783

配当金の支払額 △262 △255

その他 △478 △381

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,417 △1,479

現金及び現金同等物に係る換算差額 △63 △93

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,330 △2,077

現金及び現金同等物の期首残高 10,872 12,945

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,056 20

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,598 ※ 10,887
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、山村プラスチックプロダクツ株式会社（プラスチック容器関連事業）は、会社

分割による事業承継により重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響に関して、今後の広がり方や収束時期等を予想することは困難なことから当

社グループは外部の情報源に基づく情報等を踏まえて、今後2021年３月期の一定期間にわたり当該影響が継続す

るとの仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。なお、2022年３月期以降

については2020年５月20日に公表した中期経営計画を使用しております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症による影響は不確定要素が高いため、上記の仮定に変化が生じた場

合は、当社グループの財政状態・経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１．受取手形裏書譲渡高

　受取手形裏書譲渡高は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 117百万円 84百万円

 

 

※２．財務制限条項

(1）当社が2013年６月28日付で契約し、2020年６月５日付で変更契約を締結したシンジケートローン(当第２四半期

連結会計期間末の借入残高2,052百万円(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①2014年３月期及びそれ以降の各事業年度末日(但し、2015年３月期及び2021年３月期は除く。)の報告書等に

おける連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営業損益及び経常損益を２期連続して損失しない

こと。

②2014年３月期及びそれ以降の各事業年度末日の報告書等における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表に記

載される純資産の部の合計金額を、2013年３月期末日の報告書等における連結貸借対照表及び単体の貸借対

照表における純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

③2014年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金

額を、400億円超としないこと。但し、連結損益計算書に記載される営業損益、受取利息、受取配当金及び減

価償却費の合計金額にて除算し算出される値が10倍以内である場合は、期限の利益喪失事由に抵触しない。

(2）当社が2013年７月26日付で契約し、2020年６月５日付で変更契約を締結したシンジケートローン(当第２四半期

連結会計期間末の借入残高1,500百万円(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①2014年３月期及びそれ以降の各事業年度末日(但し、2015年３月期及び2021年３月期は除く。)の報告書等に

おける連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営業損益及び経常損益を２期連続して損失しない

こと。

②2014年３月期及びそれ以降の各事業年度末日の報告書等における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表に記

載される純資産の部の合計金額を、2013年３月期末日の報告書等における連結貸借対照表及び単体の貸借対

照表における純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

③2014年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金

額を、400億円超としないこと。但し、連結損益計算書に記載される営業損益、受取利息、受取配当金及び減

価償却費の合計金額にて除算し算出される値が10倍以内である場合は、期限の利益喪失事由に抵触しない。

(3）当社が2016年９月16日付で契約し、2020年６月30日付で変更契約を締結したシンジケートローン(当第２四半期

連結会計期間末の借入残高2,466百万円(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、

2016年３月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合

計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②各年度の決算期(但し、2021年３月期は除く。)に係る連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を２期連続して損失しないこと。
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(4）当社が2017年１月17日付で契約し、2020年６月５日付で変更契約を締結したシンジケートローン(当第２四半期

連結会計期間末の借入残高2,272百万円(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、

2016年３月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合

計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②各年度の決算期(但し、2021年３月期は除く。)に係る連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を２期連続して損失しないこと。

③2017年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金

額を、400億円超としないこと。但し、連結損益計算書に記載される営業損益、受取利息、受取配当金及び減

価償却費の合計金額にて除算し算出される値が10倍以内である場合は、期限の利益喪失事由に抵触しない。

（5）当社が2018年３月30日付で契約し、2020年６月５日付で変更契約を締結したシンジケートローン(当第２四期

連結会計期間末の借入残高3,204百万円(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、

2017年３月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合

計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②各年度の決算期(但し、2021年３月期は除く。)に係る連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を２期連続して損失しないこと。

③2018年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金

額を、400億円超としないこと。但し、連結損益計算書に記載される営業損益、受取利息、受取配当金及び減

価償却費の合計金額にて除算し算出される値が10倍以内である場合は、期限の利益喪失事由に抵触しない。

（6）当社が2019年３月29日付で契約し、2020年６月５日付で変更契約を締結したシンジケートローン(当第２四半

期連結会計期間末の借入残高1,883百万円(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されておりま

す。

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、

2018年３月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合

計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②各年度の決算期(但し、2021年３月期は除く。)に係る連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を２期連続して損失しないこと。

③2019年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金

額を、400億円超としないこと。但し、連結損益計算書に記載される営業損益、受取利息、受取配当金及び減

価償却費の合計金額にて除算し算出される値が10倍以内である場合は、期限の利益喪失事由に抵触しない。

（7）当社が2020年６月30日付で契約したシンジケートローン(当第２四半期連結会計期間末の借入残高1,500百万円

(１年内返済分を含む))には、以下の財務制限条項が付されております。

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、

2019年３月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の合

計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②各年度の決算期(但し、2021年３月期は除く。)に係る連結損益計算書及び単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を２期連続して損失しないこと。

③2020年３月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される有利子負債の合計金

額を、400億円超としないこと。但し、連結損益計算書に記載される営業損益、受取利息、受取配当金及び減

価償却費の合計金額にて除算し算出される値が10倍以内である場合は、期限の利益喪失事由に抵触しない。
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（四半期連結損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
　　至 2019年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
　　至 2020年９月30日）

運搬費 2,050百万円 1,672百万円

貸倒引当金繰入額 1 3

賞与引当金繰入額 156 147

役員賞与引当金繰入額 9 10

退職給付費用 49 73

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金勘定 12,732百万円 11,024百万円

定期預金 △2,134 △137

現金及び現金同等物 10,598 10,887
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年９月30日）

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日

定時株主総会
普通株式 262百万円 25円00銭 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月８日

取締役会
普通株式 262百万円 25円00銭 2019年９月30日 2019年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日

定時株主総会
普通株式 255百万円 25円00銭 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月９日

取締役会
普通株式 204百万円 20円00銭 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

 
ガラス
びん関
連事業

プラスチ
ック容器
関連事業

物流関
連事業

ニューガ
ラス関連
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 23,753 3,569 5,381 1,647 34,352 － 34,352

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 264 4,230 3 4,498 △4,498 －

計 23,754 3,833 9,612 1,651 38,851 △4,498 34,352

セグメント利益

又は損失（△）
228 276 △5 △184 315 243 559

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額243百万円には、セグメント間取引消去等57百万円、その他の

調整186百万円が含まれております。その他の調整は、報告セグメントに帰属しない全社費用と報告セ

グメントに計上されている営業外損益調整等です。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

 
ガラス
びん関
連事業

プラスチ
ック容器
関連事業

物流関
連事業

ニューガ
ラス関連
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 18,230 3,077 5,197 1,917 28,423 － 28,423

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 338 4,008 2 4,350 △4,350 －

計 18,230 3,416 9,205 1,920 32,773 △4,350 28,423

セグメント利益

又は損失（△）
△2,127 112 180 △38 △1,872 313 △1,559

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額313百万円には、セグメント間取引消去等58百万円、その他の

調整255百万円が含まれております。その他の調整は、報告セグメントに帰属しない全社費用と報告セ

グメントに計上されている営業外損益調整等です。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　　2020年４月１日付で山村倉庫株式会社を分割会社、山村プラスチックプロダクツ株式会社を分割承継会社と

する会社分割を実施しております。これに伴い、従来物流関連事業に含まれていた山村倉庫株式会社につい

て、第１四半期連結会計期間より、山村倉庫株式会社を物流関連事業、山村プラスチックプロダクツ株式会社

をプラスチック容器関連事業に区分しております。

　　　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分

に基づき作成したものを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損益金額および算定上の基礎は、以下のとおりです。

  
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純損益金額  41円00銭 △242円63銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損益

金額
（百万円） 430 △2,478

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純損益金額
（百万円） 430 △2,478

普通株式の期中平均株式数 （千株） 10,493 10,213

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しない

ため、当第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2020年11月９日開催の取締役会において、第92期の中間配当を行うことを決議しました。

（イ）中間配当金総額………………………………… 204百万円

（ロ）１株当たりの額…………………………………

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………

20円00銭

2020年12月１日

（注）　2020年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

日本山村硝子株式会社(E01126)

四半期報告書

21/24



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月10日

日本山村硝子株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士

 

中畑　孝英　　印
 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士

 

古澤　達也　　印
 

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本山村硝子株
式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年
９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す
なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計
算書及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本山村硝子株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな
いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手
続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される
年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう
か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四
半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適
切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の
結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基
準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸
表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ
る事項が認められないかどうかを評価する。
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・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人
の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事
項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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